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　本年度の狙　本年度は最近の経済社会の変動と財政
との関係を，特に地方自治体に焦点を置いて進めたの
である。先づ現在の経済社会の変動の性格を考えて，
ついでその変動が地方自治体の財政にどのような変化
を与えているかに論を進めたのである。
　研究概要
　1．現在の経済社会の変動は，これまでの循環的運
動とは性格が大きく異なっていることである。これ
は，A・トフラーが“エコ・スパズム”と名づけた現
象であると考えられる。経済のふるえ現象は，単なる
需給間のインバランスから生ずるものではなく，現代
社会におけるいろいろな社会的に問題となる現象が経
済的変動と結びついて，ここにふるえ現象を造り出し
たのである。
　2．　このふるえ現象が自治体の財政につぎのような
形で財政のふるえ現象を創り出すのである。
　第一は，経済のふるえから発生した自治体の税収の
低下ないしその伸びの低下が発生した。ところがこれ
に対して自治体は一定水準の経費支出の保持が必要で
あるために，ここに収支のギャップが発生し，ふるえ
現象が発生した。
　第二に，このギャップは，経済のふるえの長期化に
伴って，経済不況対処のための支出増の要請が強ま
り，ここに潜在的ギャップカを高める。しかしながら
現行の制度的条件はこれの対処を困難にしているた
め，そこから財政上のふるえ現象が増幅されることに
なる。
　第三は，この財政のふるえ現象が，総じて自治体の
投資活動を抑えこんでしまったために，これまでの政
府公共投資の民間経済に及ぼす乗数効果やその他の波
及効果のルーチンをも抑えこんでしまった。そのため
に地域の経済活動自体をも鎮静化させてしまった。そ
こで自治体の税収はさらに低下を余儀なくされること
になる。
　このようにして財政のふるえ現象が発生しそれが増
幅され，この増幅がさらに地域の経済活動に作用する
ことで，さらに大きなふるえを創るのである。ここで
注目しなければならないことは，このような現象の連
続が，悪循環Vicious　circleを形造って，その中で
連鎖的な悪循環に向う諸力の累積的因果関係がみられ
ることである。
　3．　このような悪循環はどこかで断ち切らなければ
ならない。これにはつぎの二つの方向を考慮しなけれ
ばならない。
　第一は，これまでの財政の支出活動全体に関する点
検の実施である。ピーコックーワイズマンで定立され
た点検効果がここで見られたことである。これはある
場合には零ベース予算の形成という論理となったり，
ある場合にはこれまでの予算項目の総点検となって現
われる。就中これまでの自治体の計画に基づいて実施
してきた各行政部門全体の点検と，それに基づく支出
全体の抑制である。このためにこれまでの資本形成部
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門と社会福祉関係部門の全体的な切り詰め，ないしは
少くとも増加抑制がとられることとなった。
　さらに点検は行政体の機構に進められる。特に義務
的経費のうちの最大の人件費に関する点検が進む。こ
れはラスパイエル指数に基づく中央と地方聞の公務員
給与の較差の指摘となったり，地域の企業体との間の
給与の較差の指摘となって現われた。今までの“わた
り”や“昇短”が大きく人の目にふれることになり，
ここでも訂正運動が生じた。
　こうした点検運動は，行政の効率性という命題から
一そう内容的に充実したものにしなければならない。
タックス・ペイヤーの立場から見て，不効率な行政体
ーの存在はいらだたしいものである。そこでこの点検は
自治体財政の最適規模の問題と望ましい予算形成とそ
の運営に関する論を招くことになる。
　第二の方向は，このふるえに対処するための積極的
な対処手段に関するものである。これはさらにつぎの
ようになる。1．自治体側における新財源探しと，2．中
央による財源補墳の新しい手段に関するものである。
　自治体側の新しい財源探しは，東京都のような自治
体が“新財源構想”という名のもとで独自の課税強化
を図っているこの事項と関連する。これらの新財源探
しには常に課税客体の地域間の不均衡な分布という問
題と課税強化の経済活動環境の悪化という問題がつき
まとっている。従って，いくら有力な自治体が自己本
位の利害から新財源を求めても，そのスピル・オーパ
ーが他の地域にとって望ましくない場合が多く出る。
この点を考慮しなければならない。薪財源探しには，
現行の課税制度の変更を含む場合も多く出てくるの
で，これは今後の自治体全体にとっての重大な課題に
なる。
　中央による財源補境は，現行の一一般財源や特定財源
補填の仕組を通す変動対処のための新しい措置の考慮
である。これは，いつれの場合でも，自治体の不足す
る財源を中央がある基準とかある目的から補墳するこ
とである。だが自治体の基本的税収の低下ないしは伸
びの低下に対して，何らかの中央よりの措置が構ぜら
れない限り，ふるえの治癒は期待出来ない。とは云っ
ても，この措置は中央の財政運営の基本にかかわって
くるので，この措置に関する入念な検討が必要とな
る。
　同様な検討が，地方債計画やそれの許可方針につい
ても必要である。しかしこの部門は金融市場，資金循
環と大きく関連するので，この面からの考慮が必要と
なる。
　本年度は以上のような検討を自治体の調査を通しな
がら行ったのである。
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